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The purpose of this study is to summarize previous research on bullying in schools from a sociological perspective and derive 

potential issues. Since bullying in schools significantly impacts victims in the short and long term, it is essential to examine and discuss 

the determinants of bullying and its effects on later life to foster the healthy development of young individuals. However, research on 

school bullying in Japan has been conducted only from a psychological perspective, not a sociological one. Thus, this study reviewed 

bullying in Japan and abroad from a sociological perspective. First, by focusing on the sociological attributes of the determinants of 

bullying, we confirmed who is more likely to be victimized. Second, we ensure the long-term effects of bullying. In addition, this study 

discussed the lack of perspective in bullying research in Japan and the possibility of development for further research. 
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学校におけるいじめ研究の動向と課題：社会学の観点から 

 

眞田 英毅 

 

1. 問題意識 

本研究の目的は，学校におけるいじめについて，社

会学的な観点から研究動向を整理するとともに，そ

こから課題を導きだすことにある． 

いじめは，被害者に一時的にも長期的にも大きな

心の傷を残すため，世界的に重要な教育問題である

と認識されている 1-5）．それに伴い，一般的にいじめ

全般における研究も蓄積が進んでおり，とりわけ学

校におけるいじめについては，社会学や心理学など

の分野で数多くの知見がある． 

日本では，いじめ被害者の自殺に関する報道をき

っかけにいじめは社会問題化し，他国と同様現代で

は教育上の重要な問題となっているが 6-7），文部科学

省が実施している「児童生徒の問題行動・不登校等生

徒指導上の諸課題に関する調査」では，いじめの認知

件数は 2019 年度までは上昇の一途を辿っており 8）

（2020 年度調査では認知件数は 2019 年度に比べる

と減少している），現状は悪化の一途を辿っていた． 

ところで，日本では社会学におけるいじめ研究と

いうのは蓄積があまりない．その理由は，本研究の次

節以降でもあげるように，日本におけるいじめ研究

は海外のいじめ研究とは少し系統の異なる発展を見

せてきたことに起因する．もちろんこの独自の発展

は日本のいじめを理解するために欠かせなかったの
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であるが，その反面海外では蓄積のある研究テーマ

が，日本では相対的に少ないという状況に陥ってい

る． 

そこで本研究は，学校におけるいじめについて，社

会学的な観点から国内外の研究を整理し，日本のい

じめ研究で欠けている視野を示し，その後に今後の

課題を提示することを目指す． 

本研究の構成は以下のようになっている．まず第

2章では，学校におけるいじめを研究対象とする分野

について確認した上で，続く第 3章では，「誰がいじ

め，誰がいじめられるのか」といういじめの規定要因

についてレビューを行う．第4章では，「いじめの長

期的な影響」についてレビューを行い，最後に第 5章

では前章までの研究の動向を踏まえて，今後のいじ

め研究に残された課題を述べる． 

 

2. いじめ研究を扱う諸分野 

いじめについては国内外を問わず，幅広い学問領

域で研究がなされてきた．その多くは社会学（教育社

会学，犯罪社会学，学校社会学）と心理学（教育心理

学，犯罪心理学，学校心理学）に大別でき，社会学で

は，いじめ被害の規定要因について研究が行われて

いると同時に，いじめが後の人生へ与える影響も検

討されている．一方で心理学における研究では，いじ

めにおける「心理」に着目し，どのような感情を起点

に加害者はいじめるのか，いじめた場合あるいはい

じめられた場合に当事者はどのような気持ちになる

のか（自尊心の低下や抑うつ症状など），被害者はそ

の後の人生で心の傷をどこまで背負うのか，などの

研究がなされてきた． 

一方で，日本におけるいじめ研究では，上記の枠組

みのほかに個人属性と集団属性という 2 項対立の枠

組みでいじめ研究がレビューされることが多い 8-11）．

この背景には，日本における研究では個人属性研究

の発展の後に集団属性研究が発展してきたという歴

史的経緯がある（この点については補論で詳しくレ

ビューをしている）．どちらの属性についても心理学

的な研究は蓄積が多いが，社会学的な研究の蓄積は

ほとんどない．そのため，本研究は社会学的な研究

（特にその中でも量的研究）を取り上げ，既存の研究

で明らかになっていることを示すとともに，日本の

研究でさらなる研究の蓄積が求められる内容につい

て触れる． 

本研究では，いじめ研究について，より俯瞰的にみ

るために，以下に述べる 2 つの枠組みによる分け方

でレビューを行う． 

1 つ目は，要因の研究，つまり，「どのような子ど

もがいじめ，いじめられるのか」という研究群であ

り，2つ目は，効果の研究，つまり「いじめの長期的

な影響」である．この他にも，いじめを防止するため

の方策やいじめへの介入の効果など，いじめ研究は

多くの関連分野があるが，実態を明らかにするとい

う観点からいえば，上記の 2 つの枠組みはいじめを

踏まえる上で核となりうる重要な事実を明らかにし

ているといってもよい． 

次章からは上記の枠組みで，研究を概観する． 

 

3. 誰がいじめ，誰がいじめられるのか 

いじめとは 1 対 1 の喧嘩が発展したものであり，

初期段階においては権力関係や集団対個人のような

構図がみられないことも多い 12）．こういった子ども

の 1 対 1 の喧嘩を考えてみるとき，個人の特性に目

が向けられ，どのような子どもがいじめられるのか

を調べ，その子どもたちを守るための取り組みが行

われるのも自然なことだと思われる．こういった背

景から，どのような子どもがいじめられるのか，とい

う研究は，世界中で行われてきた．次節からは，それ

ぞれの属性ごとに研究結果を確認していく． 

 

3.1 性別 

どのような子どもがいじめられるか，という研究

の中で，最も検討されている属性は性別であろう．い

じめと社会的属性を考える上で，性別によるいじめ

の違いは真っ先に検討される．しかしその一方で，性

別といじめ被害の間のメカニズムは解明されていな

いことが多い．例えば，経験の有無では，男性の方が

女性よりいじめを経験しやすいとする研究 13,14）と，

女性の方が男性よりもいじめを経験しやすいとする

研究 15）があり，結果が一貫していない． 

他方で，「男性は女性と比べてより攻撃的である」
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とする攻撃性の性差の観点からいじめにアプローチ

する研究もある 16）．この攻撃性の性差にはダーウィ

ンの進化論的な説明などが背景にあるが，はっきり

とした理論の提唱には至っていない．とはいえ，攻撃

性に関する性差は数多くの研究で確認されている 16-

17）．この攻撃性の性差をいじめに応用し，いじめの経

験の有無ではなく，内容で捉えて性別といじめ被害

との関連を確認する研究もある．例えば，男性は女性

より身体的ないじめを受ける可能性が高い 18-20）一方

で，身体的いじめは女性よりも男性で経験しやすい

が，言葉によるいじめや仲間はずれなどといった項

目では性差がないことが示されている 21）． 

このように，いじめ研究における性差をみる場合

には，内容などで区分すると性別といじめ経験の関

連が明らかになる場合も多く，いじめ被害経験とい

う大枠でなくその内容にも触れる必要がある． 

 

3.2 年齢 

性別の次に検討されやすい属性として年齢があげ

られる．年齢が上がるほど攻撃性は増していくこと

から，年齢が上がるほどいじめやすくいじめられや

すいことが予想される 17）．しかし，実際には，年齢

が若いほどいじめられやすいという研究 18,22）もあれ

ば，年齢を経るほどいじめられやすくなるという研

究 20），年齢によって変化しないという研究 23）があり，

性別と同様一貫した結果は得られていない． 

先の性別のように，年齢といくつかの属性を組み

合わせると関連が明らかになると主張する研究もあ

る．例えば，年齢と性別は組み合わせて見るべきだと

主張する研究では，女性は男性と比べて身体的・社会

的に早く成長する 24）ことから，いじめの内容もより

高度になる可能性があるというものである 25）． 

このような分析により，年齢を重ねた女性は身体

的ないじめではなくコミュニケーション系のいじめ

を行う可能性があり，先の男女におけるいじめの内

容の違いにも言及できる． 

 

3.3 地域 

いじめは国や文化によって異なると考える立場の

もと，国別のいじめデータを比較・検討する研究が盛

んである．例えば，40 ヶ国におけるいじめの経験割

合を比較した研究では，割合に差はあるものの，その

差について文化的・社会的な違いであると結論づけ

ている 26）．また，地域や大陸ごとのいじめ経験割合

についても検討がなされており，アジアやヨーロッ

パよりもアフリカや東地中海の方がいじめ被害にあ

いやすいといった地域差が確認されている 27-28）．   

インターネットにおけるいじめについて大陸別の

性差を確認した研究 25）によると，オーストラリア以

外の大陸では性別の効果があること，アジアは他と

比べて性差が大きく，いじめは国ごとの違いという

よりかはどのような文化的背景をもつのか，に依存

する可能性があることを示している． 

このように地域間での差だけでなく，地域内での

差も研究が進んでいる．例えば，アフリカ諸国に注目

した研究では，ザンビアでは 65%の子どもがいじめを

経験している一方で，タンザニアでは 28%ほどの子ど

もがいじめを経験するなど，同一大陸・地域の中でも

差があること，そしてその地域差は内戦や紛争によ

って暴力に日常に接しやすいかどうかの違いである

ことを明らかにしている 15）． 

一方で，コロンビアにおけるいじめのデータを分

析した研究は，学校や教室を単位としていじめを比

較した場合と比べて，自治体毎の割合の差はそれほ

ど大きくないことを指摘しており 29），国の中での違

いはないと結論づける研究もある． 

以上のように，国や地域，文化によっていじめの起

こりやすさ自体もばらつきがある． 

 

3.4 学力 
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Science Study）のイタリアのデータを用いた研究で

は，いじめ経験が数学や理科のスコアにどのような

影響をあたえるのかについて傾向スコアを用いて分

析を行い，その結果，いじめ経験は数学や理科のスコ

アに負の影響を及ぼし，その効果は年齢が上がるに

つれ大きくなることを示している 34）． 

このように，いじめと学力に関してはどちらが時

系列として先に生じているのかを断定するのは難し

いが（つまり，いじめられたから学力が低くなるの

か，学力が低いからいじめられるのかはわからない

ため，どちらが先かを判別するのは難しい），いじめ

被害者と学力には負の関連があることはどの研究に

も共通している．なお，どちらが時系列的に先なのか

に関しては，第 4章で再度説明を行う． 

 

3.5 出身階層 

最後に，出身階層についてレビューしていく．出身

階層といじめとの関連について，明確な理論はこれ

まで蓄積されていないが，あえてあげるとすれば

Bourdieu のハビトゥスや文化資本の概念から始まる

文化的再生産論が適用可能であろう 35）（ただし，文

化的再生産論という概念についてはBourdieuの概念

ではないという議論もある 36-37））． 

この概念は，親から受け継がれたハビトゥスは，子

どもが親と同程度の階層へ辿り着くためのヒントと

して作用しうるというものであり，学校期において

は，成績によって次の教育システムに移行する形態

をとっていることから，身体化された文化資本（ハビ

トゥス）を生かして教員ひいては学校へ適応してい

くことになる 38）．つまり，文化的再生産論を適応す

るならば，出身階層が高い子どもは向学校的でいじ

められにくいが，出身階層が低い子どもは向学校的

でないため，学校に適応しにくく，いじめられてしま

うことがありえるということである（この他にも，学

校において異質な子どもが排除されやすいという心

理メカニズムも関連しているかもしれない 39））． 

海外におけるいじめ研究では，初期のいじめ研究

において，経験的および質的にいじめを観察した場

合に「見た目の悪さ」がいじめに関連している 2）と

いう指摘から，以後階層に注目する研究が行われて

きた．例えば，Olweus が明らかにした「見た目の悪

さ」は，体型という観点から研究が発展しており，人

種や社会階層，学力などを統制しても非肥満児より

も肥満児の方がいじめられやすいことがわかってい

る 40）．Olweusの指摘する「見た目の悪さ」は，外見

的な特徴であり，例えば着ている服等が見た目とし

てあまりよくない場合いじめにあいやすいというこ

とであったが，近年では服だけではなく広い意味で

の「見た目の悪さ」として捉えられている． 

では，ここからは，出身階層との関連についてさら

に詳しく確認していこう．被害経験では，世界的に見

ると社会経済的地位が低い子どもほどいじめられや

すいことがわかっている 13,14,41-43）．ただし，TIMSS の

データを用いていじめの実態を国際比較した研究で

は，社会経済的地位は国家間での差が大きいことが

わかっている 28）． 

一方で，OECD（Organisation for Economic Co-

operation and Development）が進めている PISA

（ Programme for International Student 

Assessment）と呼ばれる国際的な学習到達度に関す

る調査を用いた研究では，社会経済的地位（Socio 

Economic Status; SES）といじめ被害については，

日本では社会経済的地位が高い人が，つまり階層の

高い子どもがいじめられやすいことが明らかになっ

ている 44-45）一方で，TIMSS の日本のデータを用いた

場合，階層は直接的には影響がないことを指摘して

いる研究もある 46）．そのため，日本における社会経

済的地位といじめ被害経験の関係については，統一

的な見解はまだないのが現状である． 

いじめ加害経験に関してはというと，そちらも社

会経済的地位が低い子どもほどいじめをしているこ

とが明らかになっている 41）一方で，社会経済的地位

が高いあるいは中程度の子どものほうが，社会経済

的地位が低い子どもよりもいじめをしやすいことを

示す研究 47）もある．そのため，社会経済的地位とい

じめ加害経験の関係についても一貫した結果は得ら

れていない．さらに，この社会経済的地位の差につい

ては，地域の経済的不平等が大きいほどいじめに影

響を与える，とする研究もある 29）． 

 

（      ）20

眞田英毅192



 

3.6 小括 

本章では，いじめの規定要因に関して，社会学的属

性からレビューを行った．性別や年齢，地域，学力，

出身階層のいずれにおいても，いじめられやすいリ

スクのある属性の存在が明らかになった．こういっ

た社会学的属性は，本人が決めることのできないも

のであるが，それが原因でいじめられやすいという

リスクを背負ってしまうという一貫した結果が確認

されている．このような，生まれながらの不利がある

現状を踏まえて，教育現場ではいじめが生じないよ

うな取り組みなどが行われるべきである． 

また，文献をみてもわかるように，日本においては，

社会学的研究はあまり活発ではない 48,57）．社会学的

な研究を行うことで，より詳細にいじめを理解する

ことにつながるため，今後は積極的な研究の推進と

成果の蓄積が望まれる． 

第 3 章では，いじめ被害を受けやすいその要素に

ついて確認した．これらは，いじめを受ける「前」の

その人の属性によるものであり，時系列的にはいじ

めの前にあたる．次章では，いじめを受けた「後」の

その後の影響について確認する． 

 

4．いじめの長期的な影響 

いじめは，社会的にも心理的にも傷を大きく残し

うることはこれまでも明らかにされてきた．特に近

年ニュースで報道されていることからもわかるよう

に，いじめは死に至らしめるほど，被害者に影響が残

るとされている．では，実際にいじめは後の人生にど

のような影響を残しうるのか． 

社会学におけるいじめ研究では，いじめが後の人

生に与える影響について心理学的メカニズムを暗黙

の前提としている．というのも，「いじめ経験」が後

の人生の社会学的な要素へ与える影響には必然的に

心理的なメカニズムを経由するため，社会学のみで

はどうしてもそのメカニズムを追い切れないからで

ある（例えば，いじめ被害経験が教育達成や友人関係

などのソーシャル・キャピタルに影響を与えていて

もそこには何らかの心理的メカニズムが存在しう

る）． 

加えて，いじめの影響を考慮するうえで重要な問

題がある．それは，予測する変数（被説明変数）が，

時系列として必ずいじめ経験の後に生じていること

がわかるかどうかである．例えば，第 3 章でも指摘

したような，いじめ被害経験がある子どもの多くは

学力が低いということが明らかになったとしよう．

それが「いじめ」→「学力」という因果なのか，「学

力」→「いじめ」という因果なのかを横断データから

判断するのは困難を極める．もちろん，相関をみて，

どのような子どもをいじめやすいかを測ることは重

要だが，長期的な影響を示す研究においては，時系列

として前後関係が明確でない場合に，何かしらの分

析上及び解釈上の限界を含みうる．そこで自然と，学

校におけるいじめとその影響を調べる際には，横断

データの中でも必ず時系列的に後にくるような変数

を用いる方法や，前後関係が明確に判断できる縦断

データを用いる方法が取られるようになった． 

 

4.1 学力 

縦断データを用いた研究では，いじめの長期にわ

たるネガティブな影響が確認されている．例えば，い

じめによって集中力が低下し，学業成績が下がった

ことが報告されており 49），続く研究でも，いじめ被

害経験と学力の関係性を縦断データから分析してお

り，結果，いじめ被害にあった子どもは学力が低下し

やすいことが明らかになっている 50-51）．その他にも，

幼稚園から高校卒業まで子どもに追跡調査を行った

研究 52）では，いじめ被害にあうと主観的な成績評価

が下がることや，就学前や小学生の時に数学（算数）

の成績が下がることが示されている．このように，い

じめを受けることによる学力の低下は一定程度支持

されている．さらに，学力の低下だけでなく，低学歴

化を引き起こすことも示されている 53）． 

 

4.2 階層，職業，所得 

いじめ被害経験が後の人生に与える影響という点

では，イギリスの縦断データを用いていじめの影響

を分析した研究 54）では，いじめ被害経験がある人は

教育達成の面で不利であり，中年期には男性におい

て無職や低所得になりやすくなることを示している．

いじめが自尊心や自信のなさにつながり，労働市場

 

Science Study）のイタリアのデータを用いた研究で

は，いじめ経験が数学や理科のスコアにどのような

影響をあたえるのかについて傾向スコアを用いて分

析を行い，その結果，いじめ経験は数学や理科のスコ

アに負の影響を及ぼし，その効果は年齢が上がるに

つれ大きくなることを示している 34）． 

このように，いじめと学力に関してはどちらが時

系列として先に生じているのかを断定するのは難し

いが（つまり，いじめられたから学力が低くなるの

か，学力が低いからいじめられるのかはわからない

ため，どちらが先かを判別するのは難しい），いじめ

被害者と学力には負の関連があることはどの研究に

も共通している．なお，どちらが時系列的に先なのか

に関しては，第 4章で再度説明を行う． 

 

3.5 出身階層 

最後に，出身階層についてレビューしていく．出身

階層といじめとの関連について，明確な理論はこれ

まで蓄積されていないが，あえてあげるとすれば

Bourdieu のハビトゥスや文化資本の概念から始まる

文化的再生産論が適用可能であろう 35）（ただし，文

化的再生産論という概念についてはBourdieuの概念

ではないという議論もある 36-37））． 

この概念は，親から受け継がれたハビトゥスは，子

どもが親と同程度の階層へ辿り着くためのヒントと

して作用しうるというものであり，学校期において

は，成績によって次の教育システムに移行する形態

をとっていることから，身体化された文化資本（ハビ

トゥス）を生かして教員ひいては学校へ適応してい

くことになる 38）．つまり，文化的再生産論を適応す

るならば，出身階層が高い子どもは向学校的でいじ

められにくいが，出身階層が低い子どもは向学校的

でないため，学校に適応しにくく，いじめられてしま

うことがありえるということである（この他にも，学

校において異質な子どもが排除されやすいという心

理メカニズムも関連しているかもしれない 39））． 

海外におけるいじめ研究では，初期のいじめ研究

において，経験的および質的にいじめを観察した場

合に「見た目の悪さ」がいじめに関連している 2）と

いう指摘から，以後階層に注目する研究が行われて

きた．例えば，Olweus が明らかにした「見た目の悪

さ」は，体型という観点から研究が発展しており，人

種や社会階層，学力などを統制しても非肥満児より

も肥満児の方がいじめられやすいことがわかってい

る 40）．Olweusの指摘する「見た目の悪さ」は，外見

的な特徴であり，例えば着ている服等が見た目とし

てあまりよくない場合いじめにあいやすいというこ

とであったが，近年では服だけではなく広い意味で

の「見た目の悪さ」として捉えられている． 

では，ここからは，出身階層との関連についてさら

に詳しく確認していこう．被害経験では，世界的に見

ると社会経済的地位が低い子どもほどいじめられや

すいことがわかっている 13,14,41-43）．ただし，TIMSS の

データを用いていじめの実態を国際比較した研究で

は，社会経済的地位は国家間での差が大きいことが

わかっている 28）． 

一方で，OECD（Organisation for Economic Co-

operation and Development）が進めている PISA

（ Programme for International Student 

Assessment）と呼ばれる国際的な学習到達度に関す

る調査を用いた研究では，社会経済的地位（Socio 

Economic Status; SES）といじめ被害については，

日本では社会経済的地位が高い人が，つまり階層の

高い子どもがいじめられやすいことが明らかになっ

ている 44-45）一方で，TIMSS の日本のデータを用いた

場合，階層は直接的には影響がないことを指摘して

いる研究もある 46）．そのため，日本における社会経

済的地位といじめ被害経験の関係については，統一

的な見解はまだないのが現状である． 

いじめ加害経験に関してはというと，そちらも社

会経済的地位が低い子どもほどいじめをしているこ

とが明らかになっている 41）一方で，社会経済的地位

が高いあるいは中程度の子どものほうが，社会経済

的地位が低い子どもよりもいじめをしやすいことを

示す研究 47）もある．そのため，社会経済的地位とい

じめ加害経験の関係についても一貫した結果は得ら

れていない．さらに，この社会経済的地位の差につい

ては，地域の経済的不平等が大きいほどいじめに影

響を与える，とする研究もある 29）． 
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における不利へとさらにつながっている可能性もあ

る 55）．このような心理的メカニズムの考慮は，双子

研究において，いじめ被害者が大人になってから社

会的孤立を経験しやすい 56）ことなどにもつながりう

る．日本における研究からは，いじめ被害経験が主観

的な階層（階層帰属意識）に影響を与えているがそれ

以外の客観的指標（つまりは，学歴や職業）には影響

を与えないことが明らかになっている 57）． 

 

4.3 小括 

このように，海外では，いじめの影響については一

定程度蓄積があり，いじめの長期的な影響について

まとめられている研究では，概ねいじめが後の人生

へ与える負の影響が指摘されている 4-5）．例えば，他

にも裕福でない子どもがいじめられることによる健

康への影響や心理的苦痛 58），自殺未遂 59-60）が指摘さ

れている． 

ただし，国内ではいじめとその影響に関する社会

学的観点からみた研究は少ない．というのも，日本に

おける大規模な社会調査に収入等の情報はデータに

あっても肝心のいじめ経験に関するデータがなく，

研究が進んでいないことが考えられる．ただし，これ

は量的調査を前提とした話であり，質的調査につい

ては別に研究が進んでいる．その中の 1 つでは，貧

しさ故のいじめ被害が後の人生において多方面で不

利になりえることがわかっている 61）．さらに近年で

は量的調査も分析が進み，4.2 節で示したような結果

や，子ども時代のいじめ被害経験は社会的孤立を引

き起こしやすくすることがわかっている 62）． 

一方で，長期的な影響を明らかにする際には，処置

後変数バイアス（ポスト・トリートメント・バイアス）

に対しての調整が必要であり，正しく分析を行わな

いと結果にバイアスが生じてしまう可能性がある．

そのため，分析の際には適切な手法を用いて分析を

行う必要がある． 

 

5．結論 

 以上，学校におけるいじめについて社会学的な研

究を中心にレビューを進めてきた．その結果，学校に

おけるいじめはいじめ前後で研究が分断されてはい

るものの，いじめの規定要因およびいじめのもたら

すその後の人生への影響について，それぞれで多様

な研究が蓄積されていた． 

 いじめの規定要因に関しては，性別や年齢では研

究結果が分かれているものの，内容を踏まえること

で関連性が明瞭になること，国や地域ごとにいじめ

のばらつきはあるが，それは文化的な差異の可能性

があること，学力と社会階層では不利な状況にある

子どもが被害者になりやすいことが明らかになった．

そして，その後の影響については，階層や職業，所得

に対して負の影響が確認された．  

 以上のような国内外の研究動向を踏まえて，最後

に，日本においてどのような研究の蓄積が望まれる

のかを述べておきたい． 

第 1 に，データの蓄積である．そもそも社会調査

で学校におけるいじめ経験をたずねることは現在で

も少なく，その数少ない研究でもいじめは被害経験

のみしかたずねていないことが多い（PISA や TIMSS

では内容についてもたずねられているが，教科ごと

の理解度調査の側面が大きく，対象も子どもである

ため，後の影響を考える際には用いることはできな

い）．つまり，どのような内容なのか，あるいはいつ

いじめを受けたのか明らかではない．このようなデ

ータの不足に対して，一番良いのは大規模なパネル

調査（あるいは学校で毎年実施するいじめに関する

調査を個票データとして国や地方自治体が管理する）

を実施し，いじめの時期やその内容を正確に把握で

きるデータセットを作成することである． 

ただし，コストの面から現実的でない場合は，少な

くともいじめ被害経験だけでなく，その内容までた

ずねることと，いじめが原因で後の人生で何か不利

な状況に陥ったことはないかをたずねることである．

このようなデータを用いて分析すると，日本におけ

るいじめの現状がさらに明らかになるとともに，結

果を海外とも比較することが可能となる． 

 第 2，インターネット上のいじめの実態解明であ

る．近年では，青少年におけるネットの普及とともに

進展したインターネットにおけるいじめ（ネットい

じめ，cyber bullying）が問題になっている 63-65）．

インターネットにおけるいじめは可視化が難しく，
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伝統的ないじめと比べて匿名性をもつことが特徴と

してあげられる 63）．ネットいじめも対面のいじめと

同様に，抑うつなどの精神的ダメージを被害者に与

えることが明らかにされている 18,66-68）.スマートフ

ォンが普及したことにより，今後は対面ではなく目

に見えない形でいじめが増加すると考えられる 67,69）. 

これまでの日本でのいじめに関する研究ではインタ

ーネットにおけるいじめ等も考慮に入れた研究は多

くないため，情報化にともなって変化するいじめの

形態にも適応した研究が欠かせないといえよう． 

学校におけるいじめは重要な教育問題であり，い

じめ自体は学校だけでなく職場などの学校以外の場

所でも起こっており 70），完全になくすことは難しい

かも知れない．ただし，研究を蓄積させ，いじめをよ

り正確に理解することが，教育現場でいじめを減ら

すことにつながりうる．日本における社会学的研究

は少ないが，本研究によってより多くの人が学校に

おけるいじめと社会学的属性との関連に興味を持ち，

ゆくゆくは研究の蓄積が進むことを期待したい． 

 

補論 日本におけるいじめ研究の歴史 

日本では後述するいじめの四層構造論が広まるま

では，いじめを個人の属性，つまりは身体的な特徴や

性格に求めることが多かった 39,48,71-72）．竹川は攻撃誘

発性というヴァルネラビリティという言葉でこのよ

うな特徴を表現している．ただし，その多くは被害者

の類型化であったり 73-74），性格への言及であったり

した 73,75-78）．このように個人の性格に原因を求める

と，原因が被害者側にも向いてしまいかねなくなる．

事実，四者構造論前のいじめ被害者に関する議論と

して，たとえば，いじめをどのように減らすかについ

て，被害者に寄り添う必要性があることを述べなが

らも，自分勝手あるいはわがままな子がいじめられ

ている場合であれば，被害者に指導を行っていく必

要があることが指摘されている 77）．このような加害

者・被害者への喧嘩両成敗の主張は1980 年代に数多

く見受けられる． 

ただし，被害者側にそのような性格上の要因が仮

にあったとしても「いじめ」という行為に及んだ時点

で，加害者側が 100%悪いと断じない限り，いじめが

減っていくことはない．少しでも被害者側にも非を

認めてしまうと，加害者側の行為を正当化してしま

いかねないからである．このように，性格の分析を行

うことで，いじめは絶対悪であるという前提がゆら

ぎかねないことを危惧した研究者たちは，以後，いじ

められる個人の性格を追求することをやめるように

なった． 

そのような状況で提唱されたのが，森田・清永の四

層構造論 80）である．四層構造論とは，学校のいじめ

において「いじめる生徒」，「観衆（はやしたてたり，

おもしろがったりして見ている）」，「傍観者（見てみ

ない振りをする）」，「いじめられる生徒」の 4つの立

場があり，これらが複雑に絡み合っていじめが成立

していると指摘した（四層構造論）ものである．そし

て，それまでは個人特性を重視しがちだったいじめ

研究に対し，いじめを積極的に是認する観衆や，暗黙

的に支持する傍観者が果たす役割の大きさを指摘し

た．つまり，いじめは二者関係で引き起こされるので

はなく，傍観者や観衆のはやし立て，見て見ぬ振りを

するといった，いわばいじめを暗黙のうちに了解し

ているような態度も相まって生じている．これによ

り，いじめにおけるクラス単位での特性（雰囲気や意

識）の重要性が広まり，様々な考察が行われるように

なった． 

日本でこのように集団属性の研究が受容されたの

は，海外と日本のいじめの違いがあると考えられる．

海外のいじめと日本のいじめの相違点の 1 つは，い

じめが起こる場所である 81）．海外（イギリスやフラ

ンスなど）ではいじめは主に廊下や校庭などで起こ

るのに対して，日本のいじめの多くは教室内で起こ

っている．これは，海外と日本との教育制度，環境の

違いから説明できる．海外ではひとりひとりの生徒

が受ける授業科目が異なり授業科目ごとに教室を移

動することが多い（そして生徒が休み時間に教室内

にいることも少ない）．そうであれば，毎日始業時か

ら終業時まで同じ人達と一緒の教室にいる場合と比

べていじめを行う機会は少なくなる．対して，日本で

は学級制度のもとクラス全員が同じ授業を受けるこ

とになる．このように長期にわたって同じ仲間と過

ごす場合，いじめは個人の学級内（集団内）での人間

 

における不利へとさらにつながっている可能性もあ

る 55）．このような心理的メカニズムの考慮は，双子

研究において，いじめ被害者が大人になってから社

会的孤立を経験しやすい 56）ことなどにもつながりう

る．日本における研究からは，いじめ被害経験が主観

的な階層（階層帰属意識）に影響を与えているがそれ

以外の客観的指標（つまりは，学歴や職業）には影響

を与えないことが明らかになっている 57）． 

 

4.3 小括 

このように，海外では，いじめの影響については一

定程度蓄積があり，いじめの長期的な影響について

まとめられている研究では，概ねいじめが後の人生

へ与える負の影響が指摘されている 4-5）．例えば，他

にも裕福でない子どもがいじめられることによる健

康への影響や心理的苦痛 58），自殺未遂 59-60）が指摘さ

れている． 

ただし，国内ではいじめとその影響に関する社会

学的観点からみた研究は少ない．というのも，日本に

おける大規模な社会調査に収入等の情報はデータに

あっても肝心のいじめ経験に関するデータがなく，

研究が進んでいないことが考えられる．ただし，これ

は量的調査を前提とした話であり，質的調査につい

ては別に研究が進んでいる．その中の 1 つでは，貧

しさ故のいじめ被害が後の人生において多方面で不

利になりえることがわかっている 61）．さらに近年で

は量的調査も分析が進み，4.2 節で示したような結果

や，子ども時代のいじめ被害経験は社会的孤立を引

き起こしやすくすることがわかっている 62）． 

一方で，長期的な影響を明らかにする際には，処置

後変数バイアス（ポスト・トリートメント・バイアス）

に対しての調整が必要であり，正しく分析を行わな

いと結果にバイアスが生じてしまう可能性がある．

そのため，分析の際には適切な手法を用いて分析を

行う必要がある． 

 

5．結論 

 以上，学校におけるいじめについて社会学的な研

究を中心にレビューを進めてきた．その結果，学校に

おけるいじめはいじめ前後で研究が分断されてはい

るものの，いじめの規定要因およびいじめのもたら

すその後の人生への影響について，それぞれで多様

な研究が蓄積されていた． 

 いじめの規定要因に関しては，性別や年齢では研

究結果が分かれているものの，内容を踏まえること

で関連性が明瞭になること，国や地域ごとにいじめ

のばらつきはあるが，それは文化的な差異の可能性

があること，学力と社会階層では不利な状況にある

子どもが被害者になりやすいことが明らかになった．

そして，その後の影響については，階層や職業，所得

に対して負の影響が確認された．  

 以上のような国内外の研究動向を踏まえて，最後

に，日本においてどのような研究の蓄積が望まれる

のかを述べておきたい． 

第 1 に，データの蓄積である．そもそも社会調査

で学校におけるいじめ経験をたずねることは現在で

も少なく，その数少ない研究でもいじめは被害経験

のみしかたずねていないことが多い（PISA や TIMSS

では内容についてもたずねられているが，教科ごと

の理解度調査の側面が大きく，対象も子どもである

ため，後の影響を考える際には用いることはできな

い）．つまり，どのような内容なのか，あるいはいつ

いじめを受けたのか明らかではない．このようなデ

ータの不足に対して，一番良いのは大規模なパネル

調査（あるいは学校で毎年実施するいじめに関する

調査を個票データとして国や地方自治体が管理する）

を実施し，いじめの時期やその内容を正確に把握で

きるデータセットを作成することである． 

ただし，コストの面から現実的でない場合は，少な

くともいじめ被害経験だけでなく，その内容までた

ずねることと，いじめが原因で後の人生で何か不利

な状況に陥ったことはないかをたずねることである．

このようなデータを用いて分析すると，日本におけ

るいじめの現状がさらに明らかになるとともに，結

果を海外とも比較することが可能となる． 

 第 2，インターネット上のいじめの実態解明であ

る．近年では，青少年におけるネットの普及とともに

進展したインターネットにおけるいじめ（ネットい

じめ，cyber bullying）が問題になっている 63-65）．

インターネットにおけるいじめは可視化が難しく，
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関係において生じる不和であるとも考えられる 12）．

また，日本が集団主義的な文化をもつ 4）という特徴

などから日本のいじめ研究は学級集団に着目したも

のが多くなっている 39）． 

このように，ここまで集団属性の研究が日本で発

達してきた理由を説明してきたが，集団属性におけ

る初期の研究には，学級内における関係性に着目し

た研究がある 82）（もちろん海外でもいじめを学校や

学級集団から考える研究もある 83））．その研究では，

協力的・親和的関係が高いほどいじめは生じにくい

ことを明らかにしている．また，続く研究 84-85）は，

学級の生徒のいじめへの態度や規範に着目し，生徒

の結束力があるほどいじめられにくいことを示して

いる．さらに，四層構造論を提起した森田は，四者の

立場の中でも傍観者数が多いほどいじめが発生しに

くいと指摘している 71）．この他にも，学級における

規範意識が高いほど，いじめは起こりにくいことが

示されており 86），このように，周囲の子どもの振る

まいや意識がいじめの起こりやすさに与える影響も

大きい．逆にいえば，集団の意識を高めることで，い

じめの発生確率を下げることが可能であるというこ

とでもある． 

このように，日本でのいじめ研究は，独自の発展を

遂げてきたといえる． 
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